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地震直後の救助，消火，避難において，地域の近隣，町内，自治会，自主防

災協議会などの役割がいかに大きいものかは，すでに本書の各所で言及されて

きた．兵庫県下で瓦礫の下から救助された人1万8,000人のうち市民みずからが

救助したのが1万5,000人という事実，地域ぐるみの消火活動を行って成功した

長田区真野地区や消防団員の活躍の事例，地域の自治会が避難所の統括的運営

を行ったいくつかの事例などがその典型的なものである．

これらの活動が被災地全体としてどの程度のものであったか，そしてそれが

どのように評価されるべきかということは，非常に重要なことであるが，それ

だけにむずかしいことである．

第1章「『自主防災』の組織化と震災時の活動」（倉田）は，神戸市を事例に

とり，まず，173の小学校区単位の一般的なコミュニティづくりである「ふれ

あいのまちづくり協議会」と「地域福祉センター」がどの程度できていたかを

みる．およそ8割であり，1990年から93年の4年間に集中している．「自主防

災」組織の結成率は，被災地域の世帯数で各区別に30％から84％でだいたい5

割といったところである．活動状況は防火講習会，消火訓練が主であり，避難

訓練は0である．概して，組織も新しく，活動の内容・数も十分とはいえない

状況がうかがえる．震災時の活動も少ない．

単位になっている自治会の震災時活動もけっして多いとはいえない．震災が

激甚であり，自治会役員が四散したことをはじめ自治会活動そのものが崩壊し

たことが基本的な原因であるが，震災前の神戸市における自治会活動の力量も

大きくなかったと考えられる．神戸市を総合的に調査研究した蓮見音彦ら

（1990）によれば，戦後のサンフランシスコ講和以降の自治会・町内会の急激

な再建という全国的な動向に比して，神戸市における再建スピードはゆるやか

で，それが加速されるのは1970年代に入ってからであることがあきらかにされ

ている．神戸の地域社会のある意味の個性を示していると思われる．この点は，

第2章でも「市各局の22の審議会に自治会連絡協議会は代表をわずか1名（婦人

団体が参加率72.2％にたいして自治会は4.5％）しか送っておらず，11の地域団体

の中で最低である」という事実にもみることができる．

第2章「震災後の『防災福祉コミュニティ』の展開」は，神戸市が，震災時
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の初期消火や救助活動に十分威力を発揮できなかった反省を踏まえて，福祉コ

ミュニティと防災コミュニティを統合した組織づくりに乗り出している状況を

とらえている．ようやく被災地のなかにもモデル・コミュニティがつくられは

じめているが，倉田は，「防災福祉コミュニティ」の発展のためには，単位と

なる自治会の役割の再評価と若者の参加をとくに強調している．

このような防災のコミュニティづくりは，東海，関東地方では阪神より進ん

でいると思われるが，それらの成果もさらに研究されるべきであろう．
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